
 
 

- 1 - 
 

鈴鹿高専テクノプラザ 会則 

 

（名称） 

第１条 本会は、鈴鹿高専テクノプラザと称する。 

（目的） 

第２条 本会は、鈴鹿工業高等専門学校を拠点とした研究交流を通じて、産学官協働による知的資源

の創造と地域経済の活性化に資するとともに、鈴鹿工業高等専門学校における研究、教育、国際交流

の発展を通して人材育成に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第３条 本会の目的を達成するために次の事業を行う。 

(1) 産学官の共同研究、研究協力の推進 

(2) 産学官の人的、情報交流の推進 

(3) 産業界の技術向上に関する支援 

(4) 研究、教育、国際交流の充実に関する事業への支援 

(5) その他本会の目的を達成するために必要な事項 

（会員） 

第４条 本会は、本会の事業に賛同する法人又は個人（以下「法人等」という。）をもって組織する。 

（役員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

(1) 会 長  １名 

(2) 副会長   ３名以内 

(3) 理 事  ２０名以内(会長、副会長を含む) 

(4) 監 事  若干名 

（役員の選任及び任務） 

第６条 理事及び監事は総会において選出し、会長、副会長は理事の互選により決定する｡ 

２ 会長は、本会を代表して会務を統理し、会議を招集して議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

４ 理事は、本会に関する重要事項について審議する。 

５ 監事は、理事の執行、事業の報告、業務および財産状況を監査し、総会に報告する。 

６ 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

７ 役員に欠員が生じた場合は、必要に応じて補充する。ただし、補充された役員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

（幹事） 

第７条 幹事は若干名とし、鈴鹿工業高等専門学校の教員から選出する。 

２ 幹事は、本会の事業運営を実務面で支援する。 

（顧問） 

第８条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会の推薦により会長が委嘱する。 

３ 顧問は、会長の要請に応じ意見を述べることができる。 

（特別会員） 

第９条 本会に特別会員を置くことができる。 

２ 特別会員は、本会の事業に賛同する官公庁等とする。 

３ 特別会員は、議決権を有しないものとし、会費の納入を免除する。 

（コーディネーター） 

第 10 条 本会にコ－ディネーター（以下「ＣＤ」という。）を置くことができる。 

２ ＣＤは、理事会の推薦により会長が委嘱する。 

３ ＣＤは、本会の会員増強及び産学官の事業推進に努める。 

（総会） 

第 11 条 総会は特別会員を除く会員で構成し、年１回開催する。ただし、会長が必要と認めたときは、

臨時に開催することができる。 

２ 総会は、本会の運営に関する重要事項を審議し、決定する。 

３ 総会は、構成員の過半数（委任状を含む。）の出席で成立する。 
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４ 総会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（理事会） 

第 12 条 理事会は、役員をもって構成し、年１回開催する。ただし、会長が必要と認めたときは、臨

時に開催することができる。 

２ 理事会は、本会の運営に関する事項及び総会に付議する事項を審議し、決定する。 

３ 理事会は、構成員の過半数（委任状を含む。）の出席で成立する。 

４ 理事会の議事は、出席者(監事を除く)の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

（運営経費） 

第 13 条 本会の運営経費は、年会費、寄附金及びその他の収入をもってこれに充てる。 

２ 会費の額等については別途定める。 

（入会） 

第 14 条 本会に入会しようとする法人等は、別紙様式１により申込みを行うものとし、理事会の了承

を得るものとする。 

（入会拒否） 

第 15 条 次の各号のいずれかに該当する法人等については、本会への入会を拒否することができる。  

１  役員又は実質的に経営若しくは運営に関与する者（以下「役員等」という。）に、暴力団員又は暴力団関

係者（以下「暴力団員等」という。）が含まれている法人等  

２  暴力団員等が、その経営又は運営に実質的に関与している法人等  

３  役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等、又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関

与している法人等を利用するなどしている法人等  

４  役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等、又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関

与している法人等に対し、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、暴力団の維持又は運営に協力

し、若しくは関与している法人等  

５  役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と、社会的に非難されるべき関係を有している法人等  

６  役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するな

どしている法人等 

（退会） 

第 16 条 会員が任意に本会を退会しようとするときは、別紙様式 2 により、本会に届け出るものとする。 

（強制退会） 

第 17 条 会員が、合理性を欠く行為により本会に著しい不利益を与えたと本会が判断した場合又は年会費

の納入期日までに年会費を支払わず、督促にも応じない場合には、理事会の決議その他所定の手続を経

て、当該会員企業を強制退会させることができる。 

（会計年度） 

第 18 条 本会の会計年度は、毎年 4 月１日から翌年 3 月 31 日までとする。 

（事務局） 

第 19 条 本会の事務局は、鈴鹿工業高等専門学校内に置く。 

（会則の変更） 

第 20 条 この会則を変更しようとするときは、総会において出席者の３分の２以上の承認を得なけ 

ればならない。 

（解散及び残余財産の帰属） 

第 21 条 本会を解散しようとするときは、総会において出席者の４分の３以上の承認を得なければ 

ならない。 

２ 本会が解散したときに有する残余資産は、総会の議決を経て、鈴鹿工業高等専門学校又は本会と

類似の目的を持つ団体に寄附するものとする。 

（雑 則） 

第 22 条 本会則に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 

 



 
 

- 3 - 
 

 

附 則 

１ この会則は、総会開催で承認を得た日（平成 25 年 3 月 18 日）から施行する。 

２ 会則施行後において最初に選任される役員の任期は、会則第６条第６項の規定にかかわらず、 

平成 27年 3 月 31 日までとする。 

３ 会則施行後の最初の会計年度は、会則第 18条の規定にかかわらず、平成 25年 3 月 18 日から 

平成 26年 3 月 31 日までとする。 

附則 

この会則は、平成 26年 6 月 1 日から施行する。 

この会則は、令和 8 年 6月 1 日から施行し、令和 8 年 4月１日から適用する。 

 

 

 

鈴鹿高専テクノプラザの会費等について  
 

 

鈴鹿高専テクノプラザ会則第１２条第２項に規定する年会費（以下「会費」という。）の額等を次のと

おり定める。 

 

（１）法人会費は１口あたり年間３万円とし、個人会費は１口あたり３万円の終身会費とする。 

 

（２）会費は毎年度（入会年度を除く。）の５月末日までに納入するものとする。 

   入会年度における法人会費は、入会の月に応じて下記の額とする。 

    ４、 ５、 ６月入会・・・３万円、  ７、８、９月・・・２万円 

   １０、１１、１２月入会・・・１万円、  １、２、３月・・・５千円  

 

（３）納入された会費は、原則として返還しない。 

 

付記 

平成２６年６月１日から適用する。 

 

付記 

令和元年６月１日から適用する。 


